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（別記様式第５号）                            

規制の事前評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：道路交通法施行令の一部を改正する政令案          

規 制 の 名 称：自動車が高速自動車国道の本線車道に接する加速車線又は減速 

車線を通行する場合の政令で定める最高速度の改正      

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局：警察庁交通局交通企画課                  

  評 価 実 施 時 期：令和元年９月                       

 

 

１ 規制の目的、内容及び必要性 

 道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）第22条では、道路標識等によりその

最高速度を指定されている道路においてはその最高速度を、その他の道路においては政令で定め

る最高速度を超える速度で進行してはならない旨を定め、道路交通法施行令（昭和35年政令第270

号。以下「令」という。）第11条、第12条第３項並びに第27条第１項及び第２項において、高速自

動車国道の本線車道（以下単に「本線車道」という。）とそれ以外の道路について、それぞれ異な

る最高速度（例：普通自動車等の場合、本線車道では100キロメートル毎時、それ以外の道路では

60キロメートル毎時）を定めている。これにより、本線車道とこれに接する加速車線又は減速車

線（以下「加減速車線」という。）との間に、政令で定める最高速度の差（以下「最高速度差」と

いう。）が存在している。 

  現在では、法が制定された昭和35年当時と比較し、高速自動車国道を利用する車両台数が増加

するなど交通環境が変化しており、本線車道と加減速車線間の安全・円滑な合流・分流を確保す

るためには、上記最高速度差の解消が必要となるが、仮に上記規制緩和を行わない場合、例えば

加速車線から本線車道への合流（以下「合流」という。）時に本線車道を走行する車両との速度差

により追突事故が発生したり、本線車道から減速車線への分流（以下「分流」という。）時に本線

車道上で減速車線の最高速度以下に減速する必要があることから本線車道上に渋滞を発生させ

たりするなど、交通の安全と円滑の確保が困難となる。 

 これに加えて、自動運転の技術開発において、自動運転による合流・分流を安全に行う観点か

ら、上記最高速度差の解消が望まれている状況にあるが、仮に上記規制緩和を行わない場合、自

動運転による安全な合流・分流が難しくなり、自動運転実用化後の交通の安全と円滑の確保が困

難となる。なお、道路交通法の一部を改正する法律（令和元年法律第 20 号）が施行される令和

２年には、自動運転車の実用化が見込まれている。 

［規制緩和の内容］  

令の一部を改正し、自動車が加減速車線を通行する場合の政令で定める最高速度（以下「加減

速車線法定速度」という。）を本線車道を通行する場合のもの（以下「本線法定速度」という。）

と同一とすることとする。 
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２ 直接的な費用の把握 

 本改正に伴う遵守費用及び行政費用は発生しない。 

 

３ 直接的な効果（便益）の把握 

 本改正により、安全・円滑な合流・分流が促進され、これによる交通の安全と円滑の確保が可

能となる。 

 

４ 副次的な影響及び波及的な影響の把握 

 自動運転の技術は、交通事故の削減や渋滞緩和に資するものであるが、本改正により、合流・

分流を自動運転によって行う場合であっても、交通の安全と円滑の確保が可能となることから、

自動運転車への好意的な理解が促され、長期的には、従来車から自動運転車への乗り換えが進む

ことが考えられる。自動運転車の普及が進むことにより、交通事故の削減や渋滞緩和等の副次的

な影響が見込まれる。 

 

５ 費用と効果（便益）の関係 

本改正によって費用は発生しない（２参照）。 

 また、便益については、安全・円滑な合流・分流が促進され、これによる交通の安全と円滑の

確保が可能となることが挙げられる（３参照）。 

 さらに、さらに、副次的な影響及び波及的な影響として、長期的には、自動運転車の普及が進

み、交通事故の削減や渋滞緩和等が見込まれる（４参照）。 

したがって、本改正は妥当である。 

 

６ 代替案との比較 

 代替案としては、最高速度差を解消するため、令の一部を改正し、本線法定速度を加減速車線

法定速度と同一とする（規制を強化する）こととする案（例：普通自動車等の場合、本線法定速

度を100キロメートル毎時から60キロメートル毎時に下げることとなる。）が考えられる。 

[費用] 

・ 遵守費用 

代替案に伴う遵守費用は発生しない。 

・ 行政費用 

  代替案に伴う行政費用は発生しない。 

[効果（便益）] 

 代替案によっても、採用案と同様に安全な合流・分流が促進される。 

他方、代替案では、本線車道上での最高速度の変化が大きくなる（例：本線車道上、最高速度
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が 90キロメートル毎時に指定された区間（以下「指定区間」という。）に挟まれる形で、本線法

定速度の区間（以下「法定区間」という。）が設けられている場合、採用案の場合は、指定区間と

法定区間の速度差は 10キロメートル毎時であるが、代替案の場合は当該速度差が 30キロメート

ル毎時となる。）ことにより、本線車道上での追突等の危険性が増したり、渋滞が発生しやすい

区間が増えたりするなど、交通の安全と円滑が妨げられることとなる。 

[副次的な影響及び波及的な影響] 

代替案では、本線車道上の法定区間については、道路構造上許容される速度よりも大幅に低い

速度での通行を求めることとなり、従来、高速自動車国道によって可能とされてきた迅速な輸送

が困難となるなど、物流に悪影響をもたらし、ひいては経済にも悪影響を及ぼすことが懸念され

る。 

[費用と効果（便益）の比較] 

 代替案によって費用は発生しない。 

 また、便益については、採用案と同様に安全な合流・分流が促進される一方で、代替案では本

線車道上での追突等の危険性が増したり、渋滞が発生しやすい区間が増えたりするなど、交通の

安全と円滑が妨げられる。 

 さらに、副次的な影響及び波及的な影響として、代替案では、物流や経済に悪影響が及ぶこと

が懸念される。 

 [本改正と代替案の比較] 

採用案、代替案ともに費用の発生はなく、合流・分流に限った安全と円滑の確保の観点では両案

において同等の効果が見込めるものの、代替案については、採用案にはない負の効果（本線車道

上の交通の安全と円滑が損なわれ、物流や経済への悪影響が懸念されるという効果）が認められ

ることから、代替案を採用することは適当ではなく、採用案は妥当である。 

 

７ その他の関連事項 

警察庁において開催した「技術開発の方向性に即した自動運転の実現に向けた調査検討委員

会」（委員長：藤原靜雄中央大学大学院法務研究科教授）において、高速自動車国道での自動運転

の安全な実用化の観点から、最高速度差の解消の必要性を議論した。 

 

８ 事後評価の実施時期等 

事後評価に向け、以下の指標により費用、効果等を把握することとする。 

・ 本線車道と加減速車線との間の合流・分流時等の交通事故の発生件数 
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（別記様式第５号）                            

規制の事前評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律施行令及び遺失物法施行令の

一部を改正する政令案（自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律施行

令部分） 

規 制 の 名 称：自動車運転代行業の認定の基準 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局：交通局交通企画課 

  評 価 実 施 時 期：令和元年９月 

 

 

１ 規制の目的、内容及び必要性 

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成13年法律第57号。以下「法」という。）に

基づく自動車運転代行業の認定制度（以下単に「認定制度」という。）は、その業務の適正な実施

を確保することを目的として設けられているものであり、成年被後見人及び被保佐人（以下「成

年被後見人等」という。）が当該認定の欠格事由（以下単に「欠格事由」という。）の一つとされ

ていたところであるが、今般制定された成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図

るための関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第37号。以下「整備法」という。）により法

が改正され、成年被後見人等を欠格事由から削除するとともに、心身の故障がある者の適格性に

対する個別的・実質的な審査によって必要となる能力の有無を判断する規定を新設することとさ

れた。 

法では、前記認定を受けようとする際に必要となる申請書（以下単に「申請書」という。）の添

付書類の内容を政令で定めることとされていることから、同政令を改正しなければ、削除された

欠格事由への該当性を確認するための書類（今後不要となる書類）の添付が引き続き義務付けら

れることとなる一方、新設された欠格事由への該当性を確認するための書類の添付が義務付けら

れず、認定制度の的確な運用が困難となる。 

本改正は、削除された欠格事由への該当性を確認するための書類を申請書の添付書類としない

こととし、現行の添付書類では代替することのできない、新設された欠格事由への該当性を確認

するための書類を添付書類に追加するものであり、同様の政策目的を達成し得る代替案は想定で

きない。 

 

２ 直接的な費用の把握 

新設された欠格事由への該当性を確認するに当たっては、自動車運転代行業の認定申請者（以

下「申請者」という。）に対して、申請者（申請者が法人である場合にあっては、その役員）が心

身の故障により自動車運転代行業の業務を適正に実施することができない者に該当しないこと

を誓約する書面及び医師の診断書を提出させることとする予定であるため、年間約 700 万円の遵
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守費用が発生すると推計されるほか、これらを受理及び審査する作業が増加するため、所要の行

政費用が発生する。 

 

３ 直接的な効果（便益）の把握 

本改正により、成年被後見人等に該当しない旨の登記事項証明書を申請書の添付書類としない

こととなるため、年間約 217 万円の遵守費用が削減されると推計されるほか、これを受理及び審

査する作業が削減されるため、所要の行政費用が削減される。 

 

４ 副次的な影響及び波及的な影響の把握 

申請書に、欠格事由への該当性の確認を行うために必要な書類の添付が義務付けられることに

より、認定制度の的確な運用が引き続き図られ、特段の影響は想定されない。 

 

５ 費用と効果（便益）の関係 

本改正においては、新たに遵守費用及び行政費用が一定程度発生する一方、現行の遵守費用及

び行政費用の一部が削減され、また、認定制度の的確な運用が引き続き図られることに鑑みれば、

本改正により得られる効果が非常に大きいのに対し、新たに発生する費用と削減される費用の差

額は社会的に受忍されるべき程度のものであると考えられる。 

 

６ 代替案との比較 

本改正は、削除された欠格事由への該当性を確認するための書類を申請書の添付書類としない

こととし、現行の添付書類では代替することのできない、新設された欠格事由への該当性を確認

するための書類を添付書類に追加するものであり、同様の政策目的を達成し得る代替案は想定で

きない。 

 

７ その他の関連事項 

平成 28 年９月 11 日から、成年後見制度利用促進基本計画案の作成に当たっての意見具申や成 

年後見制度の利用の促進に関する基本的な政策に関する重要事項に関する調査審議等を行うこ

とを目的として設置された促進委員会において幅広く検討が行われ、平成 29 年 12 月１日に議論

の整理が取りまとめられ、整備法が制定された。 

本改正は、議論の整理及びこれに基づき制定された整備法の内容を踏まえたものである。 

 

８ 事後評価の実施時期等 

施行から５年以内の適切な時期に事後評価を実施する。 
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（別記様式第５号）                            

規制の事前評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律施行令及び遺失物法施行令の

一部を改正する政令案（自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律施行

令部分） 

規 制 の 名 称：自動車運転代行業の認定の基準 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 

  担 当 部 局：警察庁交通局交通企画課 

  評 価 実 施 時 期：令和元年９月 

 

 

１ 規制の目的、内容及び必要性 

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成13年法律第57号。以下「法」という。）に

基づく自動車運転代行業の認定制度(以下単に「認定制度」という。) は、その業務の適正な実

施を確保することを目的として設けられたものであり、成年被後見人及び被保佐人（以下「成年

被後見人等」という。）が当該認定の欠格事由（以下単に「欠格事由」という。）の一つとされて

いたところであるが、今般制定された成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図る

ための関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第37号。以下「整備法」という。）により法が

改正され、成年被後見人等を欠格事由から削除するとともに、心身の故障がある者の適格性に対

する個別的・実質的な審査によって必要となる能力の有無を判断する規定を新設することとされ

た。 

また、「申請負担軽減対策」（平成９年２月 10日閣議決定）においては、「添付書類は、申請書

等の記載事項の真実性を裏付けるため及び諾否等の判断を行うために必要不可欠のものに限る」

とされ、行政庁に対する申請等に係る国民負担の軽減を推進することとされており、「申請手続

等の見直しに関する調査―戸籍謄本等の提出が必要とされる手続を中心として―結果に基づく

勧告」（平成 29年３月総務省。以下「勧告」という。）においては、行政機関への申請手続等に際

し戸籍謄本又は戸籍抄本（以下「戸籍謄本等」という。）を求めることは、住民票の写しに比べ、

取得の費用・手間の面から、国民にとって多くの負担となっているとされ、本籍記載のある住民

票の写しで本人確認等が可能である手続については、法令を改正するなどして、戸籍謄本等の提

出を不要とし、本籍記載のある住民票の写しで本人確認等を行うこと」とされている。 

整備法による改正前の法においては、戸籍謄本等が、成年被後見人等の該当性の確認に必要不

可欠であり、また、他の欠格事由の該当性の確認に資する情報も含んでいるため、これを、認定

制度に基づく認定を受けようとする際に必要となる申請書（以下単に「申請書」という。）の添付

書類としていたところであるが、整備法により法が改正され、成年被後見人等の該当性を確認す

る必要がなくなったことから、勧告の趣旨等を踏まえれば、自動車運転代行業の認定申請者（以

下「申請者」という。）の全てに対し、一律に戸籍謄本等の添付を求めない（一定の場合を除き、

住民票の写しによって代替する）こととすることが適当である。 
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本改正は、「申請負担軽減対策」及び勧告を踏まえた措置として、行政庁に対する申請等に係

る国民負担を軽減するため、申請書の添付書類を見直し、必要不可欠のものに限ることとするも

のであり、同様の政策目的を達成し得る代替案は想定できない。 

 

２ 直接的な費用の把握 

一部の申請者に対しては、引き続き、戸籍謄本等を提出させることとなるが、新たな遵守費用

は発生しない。また、戸籍謄本等が住民票の写しにより代替される場合であると否とを問わず、

それぞれの書類により確認すべき事項は変わらないことから、行政費用に変化は生じない。 

 

３ 直接的な効果（便益）の把握 

本改正により、一部の申請者に対しては、戸籍謄本等に代わり、取得の費用・手間の面からよ

り低コストである住民票の写しを提出させることとなるため、所要の遵守費用が削減される。ま

た、戸籍謄本等が住民票の写しにより代替される場合であると否とを問わず、それぞれの書類に

より確認すべき事項は変わらないことから、行政費用に変化は生じない。 

 

４ 副次的な影響及び波及的な影響の把握 

引き続き、欠格事由の該当性の確認を行うために必要不可欠な書類の添付が義務付けられるこ

とにより、認定制度の的確な運用に支障は生じず、特段の影響は想定されない。 

 

５ 費用と効果（便益）の関係 

本改正においては、新たな遵守費用及び行政費用は発生しない一方、現行の遵守費用の一部が

削減されることに鑑みれば、本改正により得られる効果が十分に認められると考えられる。 

 

６ 代替案との比較 

本改正は、「申請負担軽減対策」及び勧告を踏まえた措置として、行政庁に対する申請等に係

る国民負担を軽減するため、申請書の添付書類を見直し、必要不可欠のものに限ることとするも

のであり、同様の政策目的を達成し得る代替案は想定できない。 

 

７ その他の関連事項 

本改正は、「申請負担軽減対策」及び勧告の内容を踏まえたものである。 

 

８ 事後評価の実施時期等 
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 施行から５年以内の適切な時期に事後評価を実施する。 
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（別記様式第５号） 

規制の事前評価書（要旨） 

 

法律又は政令の名称：自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律施行令及び遺失物法施行令

の一部を改正する政令案（遺失物法施行令部分） 

規 制 の 名 称：特例施設占有者の欠格事由                 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止  

  担 当 部 局：長官官房会計課                      

  評 価 実 施 時 期：令和元年９月                       

 

 

１ 規制の目的、内容及び必要性 

 特例施設占有者は、遺失物法に基づき、当該施設内で拾得等した物件について、一定の条件下

において自ら保管することができることとされているところ、成年被後見人及び被保佐人（以下

「成年被後見人等」という。）については、判断能力が不十分な状況にあり、単独で完全に有効な

法律行為ができないため、当該業務の適正な実施を期待することが困難であると考えられ、特例

施設占有者の欠格事由の一つとされている。 

 一方、このような成年被後見人等の権利に係る制限（以下「欠格事由」という。）が設けられて

いる制度が数多く存在していることが、成年後見制度の利用をちゅうちょさせる要因の一つにな

っていると指摘されており、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28年法律第 29 号。

以下「促進法」という。）第 11条第２号において、成年後見制度の利用の促進に関する施策の基

本方針として、「成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に

差別されないよう、成年被後見人等の権利に係る制限が設けられている制度について検討を加

え、必要な見直しを行うこと」とされた。 

また、成年後見制度利用促進基本計画（平成 29年３月 24 日閣議決定。以下「基本計画」とい

う。）において、欠格条項が設けられている制度が数多く存在していることが、成年後見制度の

利用をちゅうちょさせる要因の一つになっているとの指摘を踏まえ、これらの見直しを速やかに

進めることとされている。 

これらを踏まえ、内閣府成年後見制度利用促進委員会（以下「促進委員会」という。）において

議論が行われ、平成 29年 12 月１日に「成年被後見人等の権利に係る制限が設けられている制度

の見直しについて（議論の整理）」（以下「議論の整理」という。）が取りまとめられ、営業許可等

の制度に設けられた欠格条項を削除するとともに、心身の故障がある者の適格性に対する個別

的・実質的な審査によって各資格・職種・業務等の特性に応じて必要となる能力の有無を判断す

る規定（以下「個別審査規定」という。）を新設することとされた。 

 これらを受けて、令和元年６月、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るた

めの関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第 37号。以下「整備法」という。）が制定され

た。 

本改正は、整備法と同様、促進法、基本計画及び議論の整理に示された方針に基づく措置とし

9



 

て、成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に差別されない

よう、欠格条項を削除し、個別審査規定を新設するものであり、同様の政策目的を達成し得る代

替案は想定できない。 

 

２ 直接的な費用の把握 

 新設する個別審査規定に基づく審査に当たっては、特例施設占有者の指定を受けようとする申

請者（以下「申請者」という。）に対して、申請書の添付書類として、現行の申請者又は申請者が

法人である場合にはその役員（以下「申請者等」という。）が成年被後見人等に該当しないことを

誓約する書面ではなく、申請者等が心身の故障により特例施設占有者の業務を適正に行うことが

できない者に該当しないことを誓約する書面を提出させることとする予定であるため、新たな遵

守費用及び行政費用は発生しない。 

 

３ 直接的な効果（便益）の把握 

 本改正により、欠格条項が削除され、個別審査規定が新設されるため、今後は、成年被後見人

等であるという理由のみで一律に排除されることがなくなり、促進法の目的である成年被後見人

等の人権の尊重、成年被後見人等であることを理由とした不当な差別の解消及び成年後見制度の

利用促進が図られる。 

 

４ 副次的な影響及び波及的な影響の把握 

欠格条項を削除する一方、個別審査規定を新設することにより、制度の安定性が担保され、特

段の影響は想定されない。 

 

５ 費用と効果（便益）の関係 

本改正においては、新たに遵守費用及び行政費用が特段発生するものではなく、欠格条項の削

除により、成年被後見人等を一律に排除することがなくなり、促進法の目的である成年被後見人

等の人権の尊重、成年被後見人等であることを理由とした不当な差別の解消及び成年後見制度の

利用促進が可能となることに鑑みれば、本改正により得られる効果が非常に大きいと考えられ

る。 

 

６ 代替案との比較 

本改正は、整備法と同様、促進法、基本計画及び議論の整理に示された方針に基づく措置とし

て、成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に差別されない

よう、欠格条項を削除し、個別審査規定を新設するものであり、同様の政策目的を達成し得る代

替案は想定できない。 
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７ その他の関連事項 

平成 28 年９月 11 日から、成年後見制度利用促進基本計画案の作成に当たっての意見具申や成 

年後見制度の利用の促進に関する基本的な政策に関する重要事項に関する調査審議等を行うこ

とを目的として設置された促進委員会において幅広く検討が行われ、平成 29 年 12 月１日に議論

の整理が取りまとめられた。 

本改正は、議論の整理の内容を反映させたものである。 

 

 

８ 事後評価の実施時期等 

 施行から５年以内の適切な時期に事後評価を実施する。 
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